






























東洋アルミグループのサステナビリティ

「甲北防災フェスタ」に参加

東洋アルミエコープロダクツ（株） 滋賀工場は湖南市と災害時物資支援協定を締

結しており、2025年9月「甲北防災フェスタ」に参加しました。支援活動の模擬訓練

および展示ブースでの当社の紹介を通じ、地域住民や防災関係者とのコミュニケー

ションを図りました。その結果、物資の到着確認に関する課題を抽出できたほか、展示

ブースでは支援物資や会社の紹介に対し、来場者から感謝の声をいただきました。

一方で、当社および支援内容のアピールが不足しているとのご指摘もいただきました。

今後は、湖南市社会福祉協議会を窓口に災害ボランティア団体との関係づくりを

進め、地域貢献をさらに深めていきます。

東洋アルミグループの社会貢献の考え方

東洋アルミグループは、持続可能な社会の実現に向けて、地域と協働しながら、積極的に社会貢献活動を推進していきます。

従業員が主体的に、そしてイキイキと社会貢献活動に参加できるよう支援を行います。

活動を支える推進体制づくり

全社で連携しながら、従業員が主体的に参加できるよう、活動を継続的に進める体制や支援の仕組みを整えていきます。

全社一丸となって、東洋アルミらしい社会貢献活動を育て、広げていきます。

社会貢献活動 〜全社で育て・広げる社会貢献活動へ〜

東洋アルミグループでは、各事業所で培ってきた社会貢献活動を全社でつなぎ、さらに広げていく取組みを進めています。

今後は、地域と協働しながら、東洋アルミらしい活動をより継続的に推進していきます。

清掃活動に参加する従業員

トーヤル（タイランド）社では、タイ中部のカンチャナブリー県にある小学校において、

子どもたちが楽しめる遊び場づくりの一環として、インキを用いて校庭の地面に絵を

描きました。現地コーディネーター、学校スタッフ、子どもたち、当社従業員が協力して

完成させたこの遊び場は小学校へ

寄贈され、現在は子どもたちが遊

ぶ場として活用されています。 今後

も、子どもたちの健やかな成長を支

援するとともに、地域社会に貢献す

る活動を継続していきます。
現地の子どもが描いた作品

タイの小学校で子どもたちの健やかな成長を支援

現地の小学生と従業員たち

東洋アルミグループの重点活動項目

東洋アルミらしさを活かしながら、重点的に取り組んでいく活動です。

環境保全

清掃活動や森林保全などを通
じて、地域の環境美化や生物
多様性の保全に貢献していき
ます。

災害支援対応

災害時の支援や物資提供など
を通じて、被災地や地域の復
旧・復興を支援していきます。

次世代育成

出前授業や工場見学などを通
じて、未来を担う世代に、もの
づくりの魅力やアルミの面白
さを伝えていきます。

地域との共生

地域の発展や課題に寄り添い
ながら、地域行事への参加や
地域とのつながりを深め、地域
社会に根差した活動を進めて
いきます。

甲北防災フェスタ展示ブース

各拠点の地域清掃活動

地域社会への貢献の一環として、各拠点では地域の清掃活動

に積極的に取り組んでいます。行政や地域団体と連携し、海岸

や河川敷、道路沿い、住宅街、オフィス街など、さまざまな場

所で清掃活動を行っています。

2025年5月25日、群馬製造所では有志9名が、群馬県が主催す

る環境美化運動清掃活動に参加しました。今年は地元企業27

社が参加し、当製造所も地域の一員として活動に加わりました。

また、八尾製造所と大阪オフィスでは2026年3月1日に「大和

川・石川クリーン作戦 in 八尾」に初めて参加するなど、地域の清

掃活動に積極的に取り組んでいます。

今後も、地域社会や環境への貢献を重要な取組みの一つと位置

付け、地域の皆さまと連携しながら、こうした活動を継続・推進

していきます。
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サステナビリティ経営を支える基盤

ガバナンス

担当役員コミットメント

コーポレートガバナンス強化に向けた取組み

コーポレートガバナンス体制

選任・解任

モニタリング

諮問

報告

報告

報告

選任・解任
報告

連携 連携

監査

監査

監査役会会計監査人

株主総会

連携

選任・解任

協議・報告業務執行命令

協議・報告

監査・アドバイス

指揮・命令

取締役会

経営会議

業務執行部門

内部監査部門

サステナビリティ委員会

安全担当者全体会議

リスク管理分科会
コンプライアンス分科会

グループリスク
マネジメント委員会

今年度は、事業環境の変化が一層激しさを増す中で、私たちが持続的に成長していくために、リスクマネジメントを単なる防御的な仕組みではなく、経営

の信頼性と透明性を支える基盤として位置付け、一層推進してまいります。リスクは事業の障害として捉えるだけでなく、組織の課題を可視化し、改善に

つなげる重要な経営情報であると認識しています。そのため、重点対策リスクへの対応状況や各部門の取組みをこれまで以上に丁寧に把握し、経営層だ

けでなく現場を含めた組織全体で共有することで、判断の質とスピードを向上させていきます。あわせて、リスクマネジメント委員会を実効性ある形で

しっかり機能させ、部門横断での課題把握、優先順位付け、対応方針の明確化を進めることで、全社的なリスク管理の精度を高めてまいります。また、

内部統制や監査機能との連携を深め、問題の早期発見と是正を徹底するとともに、リスク情報や対応方針を分かりやすく開示することで、社内外からの

信頼を着実に積み上げてまいります。さらに、コンプライアンスの徹底、不正の未然防止、風通しのよい職場づくりを通じて、透明性の高い企業風土を醸成し、

ステークホルダーの皆さまに安心していただける経営を実現してまいります。私は、経営と現場が一体となった実効性あるリスクマネジメントを通じて、

企業価値の向上に全力で取り組んでまいります。

東洋アルミグループでは、代表取締役社長を最高責任者とする全組織

的リスクマネジメント体制を構築し、リスク管理推進責任者が委員長を

務めるグループリスクマネジメント委員会を運営しています。リスクマネ

ジメントの効果的な推進のために、リスク管理分科会およびコンプライ

アンス分科会を設け、推進メンバーによる活動を行っています。リスク管理

分科会においては、社内で抽出された法的リスクに関して、横展開として

抽出部門以外での対応状況のチェックを行っています。リスクアセスメン

トを通じて選定した重点対策リスクカテゴリーに主担当部門を設置し、

リスクマネジメント
主担当部門は専門的知見により3ラインモデルにおける第2ラインの役

割として、業務担当部門への支援・モニタリングを実施しています。2025

年度の活動から、「サプライチェーン上の人権リスク」を新たに重点対策

リスクカテゴリーに加え、主担当部門である事業支援ユニットの定例会議

において顧客要望や国際ガイドラインへの対応に関する改善進捗の確認

を行っています。2026年3月には、重点対策リスクカテゴリーの一つで

ある「災害等による事業継続リスク」への対応力強化活動として、外部講師

による経営層への講習会とワークショップ型訓練を実施しました。

東洋アルミグループでは、持続的な成長および企業価値の向上を実現

するため、コーポレートガバナンスの強化を重要な経営課題の一つと

位置付け、継続的な取組みを進めています。近年においては、サステ

ナビリティ経営の推進を背景に、サステナビリティ委員会の設置をは

じめ、「内部統制システム整備の基本方針」の改定や関連規程・ルールの

見直しを行い、グループ全体としてのガバナンス体制の高度化を図って

きました。

これらの取組みにより、コンプライアンスの徹底およびリスク管理体

制の明確化・強化を進めるとともに、各組織における責任と権限の整

理を通じて、より実効性の高い内部統制の構築に努めています。ま

た、急速に変化する事業環境や多様化するリスクに対応するため、従

来の枠組みにとらわれない柔軟かつ機動的なガバナンス体制の整

備にも取り組んでいます。

内部監査部門においては、これまで主にJ-SOX評価対応を中心とし

た活動を実施してきましたが、近年はグループ全体のガバナンスおよ

び内部統制の実効性をより一層高めることを目的として、監査の対象

範囲および内容の拡充を図っています。単なる適合性の確認にとど

まらず、業務プロセスの改善やリスクの未然防止につながる付加価値の

高い監査を志向し、経営に資する機能としての強化を進めています。

現在は、内部統制の適切性およびその運用状況の検証を通じた改善

支援を主眼として、以下の具体的な取組みを実施しています。

① 部門監査（オペレーション監査）
各部門における業務プロセスや日常の運用状況について、業務の有効性・
効率性、関連規程やルールの遵守状況、さらには内在するリスクへの対応
状況といった多角的な観点から監査を実施しています。監査プロセスにおい
ては、単に問題点を指摘するだけでなく、その背景要因や構造的な課題を
分析し、実効性のある改善提案を行うことで、業務品質の向上および内部
統制の強化につなげています。

② テーマ監査
リスクマネジメント委員会での議論や、不正抑止ヒアリング等を通じて顕在化
したリスクを踏まえ、その重要性や発生可能性に応じて優先順位を設定
した上で、特定のテーマに焦点を当てた監査を実施しています。これにより、
グループ全体として重点的に対応すべきリスクに対し、横断的かつ効率的な
監査活動を推進しています。

③ 法的リスク対応
特定されたリスクのうち、法令遵守に関わる法的リスクについては、監査結果
や各種ヒアリングを通じて得られた情報を踏まえ、必要に応じて関連部門
と連携しながら、教育・研修・訓練の実施を行っています。これにより、従業
員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上を図るとともに、組織としての
法令遵守体制の強化を推進しています。

④ 不正抑止ヒアリング
不正を許容しない企業風土の醸成を目的として、従業員を対象とした定期的
なヒアリングを実施しています。本ヒアリングでは、不正リスクに関する情報
収集に加え、職場における課題や不平・不満などの声を幅広く把握しています。
こうした現場の声を踏まえ、不正リスクの早期発見および再発防止に向けた
施策の検討・実施を行うとともに、働きやすい職場環境の整備にもつなげて
います。

これらの取組みを通じて、東洋アルミグループは内部統制の実効性向上お
よびリスク管理体制の強化を図り、健全で透明性の高い企業経営の実現に
努めています。今後も、事業環境の変化や新たなリスクの出現に適切に対応
しながら、コーポレートガバナンスのさらなる高度化を継続的に推進していき
ます。

東洋アルミグループでは、法令遵守のみならず社会規範や企業倫理を

含めた広義のコンプライアンス推進を実施しています。法令遵守に関し

ては、「法的リスク」を重点対策リスクカテゴリーの一つと位置付け、リスク

マネジメント活動の対象としています。コンプライアンス意識向上の取組

みについては、年に2回実施するコンプライアンスミーティングを中心的

な活動としています。2025年度はサプライチェーン上の人権リスクや、

職場における心理的安全性をテーマとして、各部門における意見交換を

実施しました。コンプライアンス違反が生じることを未然に防止する

コンプライアンス推進
とともに、生じてしまった際には早期に発見し、是正することが必要です。

東洋アルミグループでは外部通報窓口を含む相談通報ラインを整

備・周知しています。相談通報の実績は社内規程に基づき、監査役と経

営層へ報告されます。2025年度には、ハラスメント相談と不正通報への

対応に関して明確化するための社内規程の改訂を行いました。2026年

度は、各事業所のハラスメント相談窓口担当者向けに、外部講師による

相談受付講習の実施を予定しています。

リスク管理体制

新田　敏彦
執行役員
コーポレート本部総務ユニット、事業支援ユニット、品質保証ユニット並びに原料チーム担当

重点対策リスク主担当部門
（重点対策リスクごとに設定）

事務局担当部門
（CSR推進チーム）

最高責任者
（代表取締役社長）

リスク管理推進責任者
（事業支援ユニット担当役員）

グループリスクマネジメント委員会
（リスク管理分科会・コンプライアンス分科会）

国内・海外拠点での推進活動
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サステナビリティ経営を支える基盤

当社グループは、非財務課題を経営の重要テーマとして位置付け、持続的な企業価値の向上に取り組んでいます。

特に本年は「環境マネジメント」をテーマに掲げ、「みらいのためにできること」を一つひとつ着実に実践しながら、

事業活動を通じた環境負荷の低減と社会への貢献を進めてまいります。メーカーとして製造プロセスの高度化に

よるエネルギー効率の向上や温室効果ガス排出の削減、リサイクル活用の拡大に取り組むとともに、顧客の製品

価値向上に資するソリューションを提供しています。

また、事業活動を通じて社会課題の解決につなげる経営を目指し、サプライチェーン全体での責任あるものづくり

を推進しています。2031年の創立100周年に向け、環境対応を競争力の源泉へと高め、持続可能な未来と企業価値

の向上の両立を図ってまいります。

最後に従業員のみなさんへ。“みなさん一人ひとりの主体的な挑戦こそが、当社の力の源泉です。次の100年に向け、

誇りと責任を持って、共に新たな価値を創り続けていきましょう。”

永田 俊哉
取締役常務執行役員
コーポレート本部統轄並びに
経営戦略ユニット、
ITマネジメントユニット担当

人権デュー・デリジェンス サステナビリティへの想いと取組み

人権尊重に関する取組み

当社は人権方針を定め、その考え方に基づき、サプライチェーンを含む事業活動において人権デュー・デリジェンスを実施しています。

2025年度は、関係部門や取引先との連携を深めながら、人権リスクの把握と対応の実効性向上に取り組みました。

また、顧客要求への適切な対応や社内教育を通じて、人権尊重の考え方の浸透と管理体制の強化を進めました。

取引先とのコミュニケーション

主要取引先に対して、人権尊重に関する当社の考え方を共有するとともに、労働環境や管理体制などに関する確認を行いました。

必要に応じて個別のやり取りを行い、取引先の状況把握と相互理解の促進に努めています。

また、確認の過程では、形式的な回答の収集にとどまらず、実際の運用や課題認識についても丁寧に確認しました。

今後も、対話を通じて人権リスクの早期把握と改善支援を進めていきます。

継続的なコミュニケーションを通じて、サプライチェーン全体での人権尊重の定着を目指します。

顧客検査への対応

顧客による検査に対応し、人権・労働に関する要求事項への適合状況を確認しました。

改善が必要な事項については、関係部門と連携しながら改善に向けた対応を進めています。

こうした対応を通じて、外部要求への適合だけでなく、社内管理の向上にもつなげています。

社内理解の促進

役員および従業員を対象に、外部講師によるサステナビリティに関

する講演を実施しました。

また、新入社員には人権課題に関するワークショップを実施し、人権

尊重を含むサステナビリティ課題への社内理解の促進を図りました。

研修や対話の機会を通じて、従業員一人ひとりが人権を自分ごととし

て捉えることを促しています。
新入社員ワークショップ

今後も、関係部門および取引先と連携しながら、人権尊重の取組みを継続的に改善していきます。

人権リスクへの対応

2024年度に特定した■最重要人権課題および■重要人権課題

について、2025年度は対応状況の確認を行いました。

各課題について関係部門で確認を進めるとともに、取引先との

コミュニケーションや社内理解の促進を通じて、リスクの把握

と改善に努めました。

また、関係部門間で必要な情報を共有し、課題の背景や影響範囲

を整理しながら、優先度を意識した対応を進めました。

こうした取組みを通じて、単なる状況確認にとどまらず、実効性

のある改善につなげることを目指しています。

詳細は当社ホームページに掲載予定です。

深
刻
度

高
● 労働安全衛生
●生産地域の健康・安全被害

中 ● 個人情報漏洩
● 国籍による差別
● ハラスメント
● 長時間労働

● 性別による差別

低

● 結社の自由・団体交渉権
● AIによる人権侵害
● 消費者の安全

● その他の差別
（障がいの有無、宗教など）
● 労働条件
● 消費者の知る権利

● 広告表現を通じた
人権侵害

● サプライチェーンの
人権問題
（サプライヤー、原材料）

低 中 高

発生可能性

■ 最重要人権課題　　■ 重要人権課題
【人権リスクマップ】

私たちは、部門を横断する若手従業員を中心とした「サステナビリティ推進ワーキンググループ」を結成し、サステナビリティ

活動の推進や本レポートの制作に取り組んでいます。

今期メンバーでのキックオフでは勉強会を実施し、サステナビリティを取り巻く社会の動向を学んだ上で、本レポートの制作を

進めました。

本レポートでは、コンセプトの策定、マテリアリティに関する活動内容、表紙や紙面デザインなどについて、メンバーの意見を反映

しています。

部門横断のメンバーが参画することで、多様な視点を取り入れながら、ステークホルダーの皆さまに向けた自社らしい情報開示

の在り方を考えています。

また、制作過程そのものを通じて、メンバー一人ひとりがサステナビリティを自分ごととして捉え、日々の業務にも活かしていけ

るよう、理解を深める機会としています。

さらに、サステナビリティをテーマとしたワークショップを定期的に開催し、メンバーの意識向上と理解促進を図っています。

メンバーからは「年齢や役職に関係なく、さまざまな立場の人が集まることで、多様な発想が得られる。」「普段はサステナビリ

ティを強く意識することはあまりなかったのですが、メンバーの皆さんが持ち寄ってきた事案や取組みに刺激を受け、『自分

ごと』の範囲が広がっているのを感じます。」「サステナビリティ推進ワーキンググループの活動を通じ、持続可能な社会の実現

に向けた取組みが企業価値向上につながる重要な課題であると実感しています。今後は環境調和委員会でも活動の意義

や成果を積極的に発信し、省エネルギーや資源循環、ボランティア活動への参加を広げながら、社員一人ひとりの意識向上と

行動変容を促し、全社一体となって取組みを推進していきたいと思います。」といった声が寄せられています。

こうした活動を各自の所属部門で共有することで、サステナビリティへの理解や関心を社内に広げ、より主体的に取り組む風土

づくりにつなげています。

役員メッセージ

サステナビリティ推進ワーキンググループ活動紹介




